
令和８年度６月補正

※国庫支出金のうち、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（232,328千円）

款：総務費　項：地域振興費　目：交通輸送対策費　　　　　　　　　
担当課 公共交通政策課

（単位：千円）

内　　　　容 現計予算額 要求額

燃油費高騰
緊急支援

燃油費の高騰により、厳しい経営状況となることが見込まれる
交通事業者に対して、燃油費上昇分に係る影響額の一部を支援

【対象期間】R8.4月～R8.9月
【補助対象】バス、旅客船、タクシー、鉄軌道
【補助の考え方】中東情勢緊迫化の影響による燃油費高騰前の
　　　　　　　　R8.2月を基準とし、
　　　　　　　　R8.4月以降の影響額の1/2を補助　

― 232,328

財　　　　源　　　　内　　　　訳

支出科目

事業名 地域公共交通燃油費高騰緊急支援事業（国庫）

目　的

　持続可能な公共交通の実現に向けて、中東情勢の緊迫化による燃油費上昇の影響により、厳しい経営状況となること
が見込まれる交通事業者に対し燃油費上昇分に係る影響額の一部を支援する。

事業説明

　対象者

　交通事業者

　事業内容

成果目標

事業費　（単位：千円）

事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 県債 一般財源

要 求 額 232,328 232,328 0 0 0 0 0 0

現計予算額 0 0 0 0 0 0 0 0

○　事業目標：路線バス等の生活交通が維持された市町数（R6実績）23市町（R8目標）23市町



令和８年度６月補正

※国庫支出金のうち、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（1,568,048千円）

款：衛生費　　項：環境保全費　　目：環境保全総務費　　　　　　　　　
担当課 環境政策課

（単位：千円）

内　　　　容
令和７年度

２月補正予算
要求額

中小企業省エネルギー
設備導入支援事業

○省エネ設備等の導入支援
・企業の具体的な取組実践に繋がる省エネ設備等の
  導入を支援
　【補助上限額】 5,000千円　【補助率】 1/2※
　 ※省エネ診断等に基づく設備導入には、補助率2/3

548,000 1,568,048 

財　　　　源　　　　内　　　　訳

支出科目

事業名 中小企業向け省エネ対策重点支援事業（国庫）

目　的

　エネルギー価格高騰による事業者の負担軽減と2050年ネット・ゼロカーボン社会の実現に向けて、中小企業等の省
エネルギー対策を推進するとともに、国際情勢の不確実性の高まり等によりエネルギー価格の先行き不透明な状況が
続く中、緊急性が高まる県内中小企業等の省エネ投資を一層後押しする。

事業説明

　対象者

　県内に事業所を有する中小企業等

　事業内容

成果目標

事業費　（単位：千円）

事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

要 求 額 1,568,048 1,568,048 0 0 0 0 0 0 0

現計 予算 額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○ ビジョンの施策領域　：環境 
○ 取組の方向　　　　　：ネット・ゼロカーボン社会の実現に向けた地球温暖化対策の推進
○ 事業目標            ：省エネ設備等導入によるCO2削減量 （R6実績）－ （R8目標）12,000t

【省エネ診断】

　専門家がエネルギー使用状況を調査し、運用改善や設備投資による削減策を提案するサービス



令和８年度６月補正

款：衛生費　　項：医薬費　　目：医務費　ほか

612,290 ―

○県内の保険医療機関・保険薬局に対し、県から支援金を支給
【支援対象】病院（228施設）、有床診療所（147施設）
　無床診療所（歯科含む・3,820施設）、歯科技工所（457施設）
　あんま・はり・きゅう・柔道整復師（1,638施設）
　保険薬局（1,599施設）
【補助単価】
  病院：16.5千円/病床、有床診療所：220.6千円/施設、
　無床診療所：55.1千円/施設、歯科技工所：11.8千円/施設、
　あんま・はり・きゅう・柔道整復師：10.3千円/施設
　保険薬局：27.6千円/施設
【対象期間】R8.6月～R8.9月

介護
事業所等

○物価上昇の影響がある中でも、介護事業所等が必要なサービスを円滑
に継続できるよう、次の費用等を補助
　・訪問系サービスにおける訪問・送迎など移動に伴い必要となる経費
　・介護事業所・施設における衛生用品や備蓄物資、ポータブル発電
　　機等の災害発生時に必要な設備・備品
【補助上限額】
　介護事業所・施設（特養、老健、介護医療院等を除く）
　：20～50万円/施設
　特養、老健、介護医療院等：6千円/人（定員）
【補助率】国3/4、県1/4

642,221

要求額
令和７年度
２月補正

予算

250,406

934,856

担当課 医療政策課、薬務課、介護政策課、障害者支援課

（単位：千円）

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入

1,554,437942,1792,751,585合　　 　　計

内　　　　容
令和７年度
12月補正

予算

910,878

1,228,417

○物価上昇の影響がある中でも、障害福祉サービス事業所等が必要な
サービスを円滑に継続できるよう、次の費用等を補助
　・訪問系サービスにおける訪問・送迎など移動に伴い必要となる経費
　・障害福祉サービス事業所等における衛生用品や備蓄物資、ポータ
　　ブル発電機等の災害発生時に必要な設備・備品
【補助上限額】
　障害福祉サービス事業所等（障害者支援施設、障害児入所施設を除
く）：20～50万円/施設
　障害者支援施設、障害児入所施設：6千円/人（定員）

― 299,958 115,793

障害福祉
サービス
事業所等

○障害福祉従事者に対して幅広く賃上げ支援を実施
　【対象事業者】
　　・処遇改善加算の対象サービス：加算を取得し取組を推進する
　　　（見込）事業者
　　・対象外サービス：上記に準ずる要件を満たす（見込）事業者
　【補助上限額】
　　1.0万円/障害福祉従事者

― 253,382

支出科目

事業名 物価高騰に係る医療・福祉事業者支援事業（一部国庫）

目　的
　公的価格により経営を行っている医療機関・社会福祉施設等に対して、物価高騰による影響を緩和するための支援を
行うことにより、地域の医療・福祉基盤の維持を図る。

事業説明

　対象者

　県内の保険医療機関・保険薬局、介護・障害福祉サービス事業所等

　事業内容

医療機関
等

成果目標

62,852要 求 額 1,554,437

財　　　　源　　　　内　　　　訳

事業費　（単位：千円）

県債 一般財源

○ 事業目標：物価高騰の影響を受けた、県内の保険医療機関・社会福祉施設等の経営の安定化

0 0 0 0 0現 計 予 算 額 0 0 0 0

0

※国庫支出金のうち、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（1,050,649千円）

事 業 費 国　庫
支出金

0 0 01,491,585 0 0



令和８年度６月補正

現計予算額 0 0 0 0 0

繰入金 諸収入 県債 一般財源

0

0 0 0 0

0 0 0 231,246要 求 額 864,791 633,545 0 0

成果目標

○ ビジョンの施策領域：医療・介護
○ 取組の方向：高度医療機能と地域の医療体制の確保
○ 事業目標  ：周産期・小児医療提供体制の維持

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入

― 18,927

864,791合　　 　　計 ―

産科施設や小児医
療拠点となる施設
への支援

国1/2
県1/2

国10/10

〇分娩取扱施設が少ない地域での分娩取扱施設を対象とし
て、運営費の一部を補助
【補助上限額】11,246千円/施設

〇妊婦健診等の産前・産後の診療を行い、近隣の分娩取扱
施設との連携体制を構築している施設に対して、施設・設
備整備に係る経費の一部を補助
【補助上限額】
　施設：7,239千円/施設
　設備：4,630千円/施設

― 22,492

施設整備等が困難
な医療機関に対す
る支援

― 100,470

― 62,902

〇地域における医療サービスの安定的且つ質の高い提供体
制の確保・強化を目的に整備計画を進める医療機関に対し
て、建築資材高騰分等の補助を行う。

〇分娩数が減少している分娩取扱施設、入院患者が減少し
ている小児医療の拠点となる病院に対して、運営費の一部
を補助
【補助単価】
　分娩：5,800千円～17,400千円/施設
　小児：210.4千円～1,052千円/小児科部門の病床

国10/10

国10/10

（単位：千円）

現計
予算額

要求額

ＩＣＴ機器等の導
入を図る医療機関
の支援

― 660,000

内　　　　容

〇ＩＣＴ機器を導入することにより、職員の時間外勤務時
間の削減等、業務の効率化や職場環境改善を図ることので
きる医療機関に対して、必要となる経費の一部を支援
【補助上限額】80,000千円/施設

負担割合

国2/3
県1/3

　事業内容

支出科目 款：衛生費　  項：医薬費　  　目：医務費　　　　　　　　　
担当課 医療政策課

事業名 医療提供体制確保支援事業（一部国庫）【新規】

目　的

　物価高や賃上げなどの社会・経済状況の変化の中にあっても、人口減少・高齢化に伴う医療ニーズの質・量
の変化に対応しながら、安全・安心で質が高く、効率的な医療提供体制の確保に向けた取組を推進する。

事業説明

　対象者

医療機関



令和８年度６月補正

0

0

現 計 予 算 額 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0要 求 額 61,424 61,424 0 0

財産収入
事 業 費

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

繰入金 諸収入 県債

事業費　（単位：千円）

一般財源

災害時等歯科保健医療
支援チーム養成研修

災害時に歯科保健医療支援を行うチームを安定的に編
成できるよう、歯科医師等を対象とした研修を実施す
る。
【補助率】国10/10
【補助先】広島県歯科医師会

― 500

災害時等対応歯科衛生
士養成研修

災害時に対応可能な人材を養成するため、歯科衛生士
を対象とした研修を実施する。
【補助率】国10/10
【補助先】広島県歯科衛生士会

― 3,900

合　　 　　計 ― 61,424

成果目標

○ ビジョンの施策領域：防災・減災
○ 取組の方向：避難所の生活環境の改善等の推進
○ 事業目標  ：災害時に、避難所等で歯科医療又は口腔ケア等の歯科保健活動を実施するために必要な
　　　　　　　 車両・機材の整備完了箇所数
　　　　　　　（R7実績）－（R8目標）22箇所　※郡市地区歯科医師会19カ所、口腔保健センター3か所

（単位：千円）

内　　　　容 現計予算額 要求額

歯科診療器材等の整備

避難所等において、外傷や急性症状等に係る現地での
判断、器材の衛生管理及び重量器材の搬送等に必要な
器材・車両等を整備する。
【補助率】国10/10
【補助先】広島県歯科医師会

― 57,024

　事業内容

支出科目 款：衛生費　  項：医薬費  　目：医務費　　　　　　　
担当課 健康づくり推進課

事業名 災害時等歯科保健医療提供体制整備事業（国庫）【新規】

目　的

　災害時等に歯科保健医療を提供するために必要な器具・器材及び車両等を整備するとともに、災害時等に対応可能
な歯科医師、歯科衛生士等の人材養成を実施する。

事業説明

　対象者

一般県民、避難所で生活する被災者



令和８年度６月補正

※国庫支出金のうち、地域未来交付金（130,843千円）

　事業内容

支出科目 款：衛生費　  項：医薬費　  目：医務費　　　
担当課 健康危機管理課

事業名 救急搬送支援システム機能強化事業（一部国庫）【新規】

目　的

　救急医療及び災害医療に係る情報連携体制の維持・強化を図るとともに、救急搬送支援システムの機能拡充によ
り、救急搬送及び医療機関における受入れの更なる迅速化及び効率化を図る。

事業説明

　対象者

　消防機関、医療機関　等

事業費　（単位：千円）

一般財源

（単位：千円）

内　　　　容 現計予算額 要求額

救急搬送支援システム
機能拡充

○救急搬送支援システムの機能拡充
　・民間救急システム連携の拡張
　・医療者間チャットアプリの連携
　・消防OA連携
　・マイナ救急連携（検証）

※補助率：国庫3/4（地域未来交付金）

― 174,458

成果目標

○ ビジョンの施策領域：医療・介護
○ 取組の方向：救急医療体制の確保
○ 事業目標  ：救急要請から医療機関に収容されるまでの平均時間の短縮
　　　　　　　（R6実績）45.2分　　（R8目標）45.2分

174,458 130,843 0 0

財産収入
事 業 費

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

繰入金 諸収入 県債

0

2,817

現 計 予 算 額 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 16,398 24,400要 求 額



令和８年度６月補正

※国庫支出金のうち、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（414,000千円）

款：商工費  項：工鉱業費 　目：中小企業振興費　　　　
担当課 消防保安課、経営革新課

（単位：千円）

内　　　　容 現計予算額 要求額

財　　　　源　　　　内　　　　訳

支出科目

事業名 ＬＰガス料金高騰対策支援事業（国庫）

目　的

　国の「電気・ガス料金負担軽減支援事業」により都市ガス料金の負担軽減策が実施されるが、その対象から外れて
いる家庭業務用ＬＰガスを使用している一般消費者に対し、ＬＰガス料金高騰の負担を軽減するための支援を実施す
る。

事業説明

　対象者

　家庭業務用ＬＰガスを使用する県内一般家庭、中小企業等

　事業内容

成果目標

事業費　（単位：千円）

事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

要 求 額 414,000 414,000 0 0 0 0 0 0 0

現 計 予 算 額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

〇家庭業務用ＬＰガスを使用している県内の一般家庭及び中小企業等の負担軽
減のため、ＬＰガス販売事業者を通じた値引きを実施

【支援対象者】
　家庭業務用ＬＰガスを使用している県内一般家庭、中小企業等
　※販売事業者を通じた値引きを行うため、一般家庭等の手続は不要

【対象期間】
　令和８年７月～９月

【支援内容】
　１契約当たり580円

― 414,000 

〇 事業目標：家庭業務用ＬＰガスを使用する県内一般家庭、中小企業等のＬＰガス料金に係る負担軽減



令和８年度６月補正

※国庫支出金のうち、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（486,040千円）

款：商工費  項：工鉱業費 　目：中小企業振興費　　　　
担当課 経営革新課

（単位：千円）

内　　　　容 現計予算額 要求額

財　　　　源　　　　内　　　　訳

支出科目

事業名 特別高圧電気料金高騰対策中小事業者等支援事業（国庫）

目　的

　国の「電気・ガス料金負担軽減支援事業」により電気料金（低圧契約・高圧契約）の負担軽減策が実施されるが、
その対象から外れている特別高圧契約により受電した電気を使用する県内中小企業等に対し、電気料金高騰の負担を
軽減するための支援を実施する。

事業説明

　対象者

　特別高圧契約により受電した電気を使用する県内中小企業等

　事業内容

成果目標

事業費　（単位：千円）

事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

要 求 額 486,040 486,040 0 0 0 0 0 0 0

現 計 予 算 額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

〇特別高圧で受電している中小企業等、特別高圧で受電している工業団地・商
業施設等に入居する中小企業等に対して、負担軽減のための支援金を支給

【支援対象者】
　特別高圧で受電している中小企業等、特別高圧で受電している工業団地・商
業施設等に入居する中小企業等
　※公的機関等を除く

【対象期間】
　令和８年７月～９月

【支援額】
　1.8円/kWh（令和８年７月・９月）
　2.3円/kWh（令和８年８月）

― 486,040 

〇 事業目標：特別高圧契約により受電した電気を使用する県内中小企業等の電気料金に係る負担軽減



令和８年度６月補正

※国庫支出金のうち、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（67,635千円）

款：労働費  項：雇用対策費 　目：雇用対策事業費　　　　　　　　　
担当課 雇用労働政策課

（単位：千円）

内　　　　容 現計予算額 要求額

財　　　　源　　　　内　　　　訳

支出科目

事業名 賃上げ環境整備支援事業（一部国庫）

目　的

　物価高騰等の影響を受けている中小企業等に対し、持続的に賃上げを実施できる環境を整備するために必要な設
備投資等の取組を支援する。

事業説明

　対象者

　県内に事業所を有する中小企業等

　事業内容

国と連携した賃上げ
環境整備支援

○国の令和８年度「業務改善助成金」の支給を受ける
県内中小企業等に対し、県補助金の交付を行う。

【補助対象事業者】
　国の令和８年度「業務改善助成金」の支給を受け　
　た県内中小企業等

　■業務改善助成金
　　事業場内最低賃金を一定程度引上げ、生産性向
　上に資する設備投資等を行った場合に、その設備
　投資等にかかった費用の一部を助成する制度

【補助率】
　国の「業務改善助成金」の交付確定額の1/10

【補助上限額】
　600千円／者

【申請期限】
　令和９年２月26日

○国の令和７年度「業務改善助成金」の交付決定が令
和８年度中となった県内中小企業等に対しても支援を
行う。

― 67,887 

成果目標

○事業目標：県内中小企業等の賃上げに向けた取組の増加

事業費　（単位：千円）

事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

要 求 額 67,887 67,635 0 0 0 0 252 0 0

現 計 予 算 額 0 0 0 0 0 0 0 0 0



令和８年度６月補正

　

※国庫支出金のうち、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（43,280千円）

内　　　　容 現計予算額 要求額

県産材利用緊急
支援事業

○県産スギ製材品を利用している住宅建築事業者に対
　し、県産材の価格上昇分の一部を支援
　　【補助単価】2,500円/㎥
　　【事業主体】住宅建築事業者

― 43,518

款：農林水産業費　　項：林業費　　目：森林整備費　　　　　　　　　　
担当課 林業課

（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

支出科目

事業名 県産材利用緊急支援事業（一部国庫）【新規】

目　的

　建築資材等の価格が高騰し、安価な資材を求める声が高まっている中で、県産材の競争力を維持するため、住宅建
築事業者に対して県産材の価格上昇分の一部を緊急的に支援することによって、県産材の利用の促進を図る。

事業説明

　対象者

住宅建築事業者

　事業内容

成果目標

事業費　（単位：千円）

事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

0

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債

0 0 0 238 0

○ 事業目標：県産材の安定供給体制の維持

0 0 0 0 0現 計予 算額 0 0 0 0

一般財源

要 求 額 43,518 43,280 0



令和８年度６月補正

※国庫支出金のうち、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（662,961千円）

○ 事業目標：園芸用施設の導入等による販売額の維持又は向上

0 0 0 0 0現 計予 算額 0 0 0 0

一般財源

要 求 額 663,877 662,961 0 0

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債

0 0 0 916 0

財　　　　源　　　　内　　　　訳

支出科目

事業名 農産物生産供給体制強化事業＜園芸用施設・設備導入等分＞（一部国庫）【新規】

目　的

　物価高騰等により農業経営を取り巻く環境が厳しさを増す中で、経営発展意欲の高い経営体に対し、園芸作物の導入や拡
大、生産性の向上に資する施設や設備の導入を支援することにより、外部環境リスク等に対応し得る経営構造への転換を促
し、持続可能な農業経営の実現を目指す。

事業説明

　対象者

　認定農業者、認定新規就農者

　事業内容

成果目標

事業費　（単位：千円）

事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

款：農林水産業費　　項：農業費　　目：高付加価値型農業推進費
担当課 農業生産課

（単位：千円）

内　　　　容 現計予算額 要求額

園芸用施設・設備
導入等支援事業

○ハウスの新設、ハウスリノベーション（補強による
　長寿命化、環境制御装置の導入などの機能向上など
　に限る）及びヒートポンプ等の省エネ機器等の導入
　・更新への支援
　　【補助率】1/2
　　【事業主体】認定農業者、認定新規就農者

― 663,877



令和８年度６月補正

2は【かき養殖経営安定緊急対策資金利子補給基金充当】

1

2

  

※国庫支出金のうち、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（232,141千円）

合　　　計

内　　　　容

（債務215,345）
16,796

（債務215,345）
232,141

現計予算額

―

55,500

55,500

要求額

215,345基金積立

かき養殖経営安定
緊急対策資金

○かき養殖経営安定緊急対策資金利子補給基金への積立

○かき養殖業経営体への運転資金の融資に対する利子補給
【融資枠】20億円（R7.12融資枠30億円と併せて計50億円）
【償還期間】10年（うち据置期間２年）以内
【貸付利率】無利子（利子補給割合：県1/2、市町1/2）

0

事業費 55,500 0 0 0 0 55,500 0 0 0

0 0 0 0 0

0

現計
予算額

積立 0 0 0

事業費

0

事業費
（債務215,345

16,796 16,796 0 0 0
215,345

0 0 0
0)

0

0 0 0 0
要求額

積立 215,345 215,345 0

一般財源
分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入
国　庫
支出金

（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

支出科目

事業名 漁業金融対策費<かき養殖経営安定緊急対策資金分>（一部国庫）

目　的

　令和７年度漁期のかきのへい死による減収や物価高の影響等により、厳しい経営状況にあるかき養殖業経営体に対し、経営
の安定化に必要な運転資金の融通（無利子）を追加措置することで、日本一の生産量を誇る広島かきの生産体制の維持を図
る。

事業説明

　対象者

　かき養殖業経営体

　事業内容

成果目標

○ 事業目標：へい死被害を受けたかき養殖業経営体の経営の安定化

事業費　（単位：千円）

県債

款：農林水産業費　　項：水産業費　　目：水産業総務費
担当課 水産課



令和８年度６月補正

【教育振興基金充当】

205,370 0)

成果目標

事業費　（単位：千円）

事 業 費

要 求 額

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入

0 0 0

事業説明

　対象者

　県立高等学校

　事業内容

（単位：千円）

支出科目

事業名 高等学校教育改革推進事業（一部国庫）

目　的

　本県の高校教育改革を先導する拠点を創出し、その取組・成果の普及を図るため、改革先導拠点となる高校の整備を
進める。

款：教育費  項：教育総務費　目：教育指導費　　　　　　　　　
担当課 教育改革課、施設課、高校教育指導課

190,231 0 0 0

現 計 予 算 額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6,390,231 6,200,000
(債務205,370

要求額

6,200,000

令和７年度
２月補正

予算

○　ビジョンの施策領域：教育

○　取組の方向：学びの変革の推進

○　事業目標：県全体における高校教育改革の推進

諸収入 県債 一般財源繰入金

(債務205,370)
171,061

財　　　　源　　　　内　　　　訳

19,170

(債務205,370)

6,390,231

内　　　　容

基金への
積立て

合　　 　　計

60,000

－

－

60,000

改革先導拠点
となる高校の
整備

体制構築に
係る経費

○教育振興基金への積立て
　高校教育改革を先導する拠点の創出に向けた取組の財源として
受け入れる国庫を基金に積立て

○高校教育改革を先導する拠点の創出に向けた改革先導拠点となる
高校の整備
　・スマート農業とロボット技術に関して実践的に学習できる新た
　な学科を設置し、産業界で使用されている最先端設備を導入
　　【庄原実業高校、広島工業高校】
　・高度実験環境及び情報発信を核とする理数探究拠点を整備し、
　県内の科学技術の研究拠点の創出
　　【広島国泰寺高校】
　・遠隔授業による多様な学習機会の提供、不登校生徒支援、地元
　自治体や産業界との協働によるキャリア発達支援や放課後学習支
　援を行う環境の整備
　　【竹原高校・忠海高校】

○県教育委員会及び各改革先導拠点において、取組を進める上で
必要な体制構築に係る経費
　（学校と地域・企業・大学などをつなぐコーディネーターの配
　置、広報等委託、先進事例視察　等）



令和８年度６月補正

款：教育費　 項：中学校費、高等学校費　目：教職員費、高等学校総務費
担当課 豊かな心と身体育成課

（単位：千円）

支出科目

事業名 教育相談体制強化事業（単県）

目　的

　支援を必要としている生徒ほどＳＯＳを出し難いという事実を理解し、全ての生徒に対応できるよう、学校全体の教
育相談体制の強化を図る。

事業説明

　対象者

児童生徒、教員

　事業内容

内　　　　容 現計予算額 要求額

スクールカウンセラー
（ＳＣ）の配置及び取

組の拡充

○ＳＣの配置及び取組を拡充し、面接相談や心理教育及
び自殺予防教育研修等の機会を充実

315,359 11,414

諸収入

財　　　　源　　　　内　　　　訳

成果目標

　○ ビジョンの施策領域：教育

　○ 取組の方向：学びのセーフティネットの構築

  ○　事業目標：全ての児童生徒の安心安全な学校づくりの推進

事業費　（単位：千円）

事 業 費
県債 一般財源

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金
国　庫
支出金

0 0 0 0 11,414要 求 額 11,414 0 0 0

現 計 予 算 額 315,359 77,446 0 0 0 0 0 0 237,913
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